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不動産市場の透明性向上を実現するべく地価情報の更なる整備と公開の必要性が叫ばれているが，現在

一般に公開されている公示地価など公的地価指標や取引価格情報は，いずれも単独では市場動向を把握す

ることは困難である．井上ら1)は，公的地価指標の時空間内挿を通じた取引価格水準の情報提供を提案し

たが，市場動向の地域差や変遷を伝えるには不十分であった．そこで本研究では，疫学や犯罪学で近年注

目されている時空間上の点分布の分析手法「時空間スキャン統計」(例えば，Kulldorff et al.
2)

)を不動産取

引事例情報に適用し，東京23区の最近10年間における取引の集積する地域や時期，および，取引価格水準

の上昇・下落が発生する地域・時期の空間的・時間的広がりを明らかにした．本研究では，時空間スキャ

ン統計の不動産市況分析に対する有用性が確認でき，本手法の今後の情報提供への活用が期待される． 
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1. はじめに 

 

近年，市場原理を通じて土地の高度・有効利用を促進

させる施策の一環として，不動産市場の透明性向上，特

に価格情報の更なる整備と公開の必要性が叫ばれてきた．

我が国では，公示地価など不動産鑑定に基づいた公的地

価指標が主にその役割を担ってきたが，公的地価指標は，

その地域の標準的な土地とされる公示地価点などの限ら

れた地点での価格しか公表されないことや，評価から公

表までに時間がかかり短期的な変動を表現できないこと

から，公的地価指標だけに頼った不動産市場の動向把握

は困難だとされてきた． 

そこで国土交通省は，2006年4月から一定の制限の下，

不動産の取引価格情報を公表している．しかし，現在公

開されている取引価格情報だけから不動産市場動向を把

握することは，公的地価指標に依る場合以上に難しい．

その主要因は，個人情報保護の観点から個別取引の特定

を避けるため取引位置をはじめとする属性情報が秘匿さ

れていること，取引価格は取引当事者の売り急ぎや買い

急ぎなど個別事情が反映されているがその情報が提供さ

れていないこと，結果として，取引価格は必ずしも取引

物件の標準的な価格を表していないこと，が挙げられる． 

このように，公的地価指標・取引価格情報のいずれも，

情報を単独で利用するだけでは市場動向を把握すること

は難しい．しかし，これらの価格情報が相互に欠点を補

完する関係にあることに着目すると，全ての不動産市場

参加者が2種類の価格情報を容易に相互比較できる環境

を整備すると，市場の透明性の向上に大きく寄与するの

ではないかと期待される．そこで，井上ら1)は，公的地

価指標の時空間内挿を通じた取引価格水準の情報提供を

提案し，Webサービスの試行版を実装した．しかし，現

状では，任意地点の近隣で発生した不動産取引の価格水

準の分布を時系列的に提供するに留まっている．都市圏

など広域で集められた取引価格情報を用いて，不動産市

場動向の地域的・時間的な違いを分析し，情報提供する

には至っていない．  

ところで，不動産の取引事例情報は，時空間上の点事

象としてモデル化できる．これまでには，事象の密度を

空間的に計上する統計方法なども存在していたが，点事

象を位置や属性値などの情報をそのまま使用し，集積を

検出する方法として，時空間スキャン統計が注目されて

いる2)．これは，もともと疾病発生の空間的傾向を分析

するため空間疫学分野で提案された手法であるが，近年，

犯罪学3)をはじめ，林学4)や昆虫学5)など様々な分野にお
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いて空間分析に適用されており，その有用性が評価され

ている．この時空間スキャン統計の不動産取引事例情報

への適用により，広域にわたる不動産市場の動向把握お

よびその情報提供が可能になると予想される．  

以上の背景の下，本研究では，時空間スキャン統計を

第2章で説明する不動産取引価格情報に適用し，不動産

市況の特徴を抽出することを目的とする．具体的には，

不動産取引の集積時期・地域の検出，および，取引価格

水準上昇・下落の発生時期・地域と継続期間を把握する．

また，検出結果の可視化を通して，不動産市場動向の時

間的・空間的波及を表現し，不動産市場動向に関する新

たな情報提供の可能性を検討する． 

 

 

2. 不動産取引事例情報 

 

(1) 不動産取引事例情報 

本研究で使用する不動産の取引事例情報は，地価公示

の作成や，土地総合情報システムでの不動産取引価格の

公開の参考とするため，国土交通省が収集・管理してい

るデータである．地価公示によって公表される土地の価

格は，相続税評価や固定資産税評価の目安としても活用

されるため，地価公示の評価を行うための重要な根拠資

料となる取引事例の収集は，質的・量的に高水準のもの

が要求される． 

この取引事例情報は，2005年3月以前は，地価公示を

担当する不動産鑑定士個人の調査によって収集されてき

た．しかし，2005年4月以降は，閣議決定により「地価

公示における取引価格情報の収集・提供スキーム(新ス

キーム)」が構築されたため，この新スキームによる調

査と従来の不動産鑑定士独自の調査が併用されている．

新スキームでは，国土交通省が法務省から土地登記簿の

異動情報を受け取り日本不動産鑑定協会に提供，日本不

動産鑑定協会が不動産購入者に取引価格などに関するア

ンケート調査を行い取引価格などを収集，当該地域の鑑

定評価員が集められた取引事例の属性情報を整備，最終

的に国土交通省にデータが納められる．新スキーム・従

来の調査いずれでも，「取引位置・日」「取引価格」

「土地面積」「用途地域」など取引に関する様々な属性

情報が整備されている． 

 

(2) 価格水準情報 

本研究で分析対象とする価格水準情報は，井上ら1) が

作成した，土地の取引価格と，その土地の属性を考慮し

て時空間内挿した公示地価の比である． 

取引価格情報には，取引時点・地点や地積・容積率な

ど様々な属性を持った取引記録が混在している．そのた

め，取引価格をそのまま利用しても，個々の取引の価格 

 

図-1 東京23区の価格水準の分布(2006年・2008年) 

 

が市場の標準価格から乖離しているか否かを議論するこ

とは難しい． 

そのため，井上ら1)では，公示地価・地価調査という

公的地価指標を用いて時空間相関を考慮した地価モデル

推定を行い，取引時点・地点の公的地価指標内挿値を算

出，内挿値と取引価格の比較を通して個別取引の価格水

準情報を作成することを提案している．まず，空間 

予測の手法である時空間クリギングを応用し，公的地価

指標を高精度に時空間内挿した．具体的には，公示地価

に含まれている土地属性に加えて，アクセシビリティと

して「最寄り駅までの距離」・「最寄り駅から都心駅ま

での鉄道所要時間」，景気動向を表す変数として「前年

日経平均」を説明変数に採用した線形回帰モデルを設定

し，攪乱項の時空間相関を共分散関数を用いて構造化し

てパラメータ推定を行った．得られたパラメータから，

任意の時点・地点における公的な地価指標の内挿値を得

ることができる．この値と取引事例情報の比 

(%)
取引価格

価格水準
公示地価内挿値

 (1) 

を用いて，ある時期・地域の取引価格傾向を表現するこ

とを試みた． 

例えば，図-1は各年に行われた取引の地点と価格水準

を示している．その年々の取引の位置や価格の分布に何
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らかの傾向がみられ，価格水準の時間的な変動，取引件

数の増減や空間的な分布の変化，また，取引価格のばら

つき程度の変化を可視化できることも示唆された．しか

し，これらの図からは，取引分布傾向や価格水準の変化

が開始・終了した時期や，地域的な差異の有無などを明

らかにすることは出来ず，この成果だけでは不動産市況

の動向を把握するには不十分である． 

 

 

3. 時空間スキャン統計 

 

(1) 概要 

時空間スキャン統計は，Kulldorff et al.2)による，時空間

上のある点事象の集積時期・地域を検出する統計的手法

である．時空間スキャン統計では，尤度比を用いて検定

を行う．いま，点事象が2次元空間(x,y)と時間tによって

規定される空間に分布しているとする．集積候補の地理

的中心の座標を(xc ,yc)，地理的半径をr，集積候補の期間

を[ts  ,te]として，円柱領域Z 

      2 2 2: , , ,c c s eZ x y t x x y y r t t t       (2) 

を考える．事象の発生が特定の確率分布に従っていると

いう仮定の下に，帰無仮説 ｢領域Zの内外で事象の発生

確率は同一である｣，対立仮説｢領域Zの内外で事象の発

生確率は異なる｣として，尤度比を計算する．大きさや

位置を変えることにより，重なりのある様々な円柱領域

の尤度比を算出し，集積領域の候補を選択する((3)で詳

述)．一方，モンテカルロ法により，事象の時空間分布

がランダムであるとした場合に起こる最大尤度比の分布

を作成し，選択された領域の尤度比のp値を算出する．

このとき，p値が有意水準を下回っていれば，領域Zは周

関領域として有意と判定されることになる．ただし，互

いに重なる複数の領域が共に有意と判定された場合は，

尤度比の高い円柱領域のみを有意な集積領域と判断する． 

 

(2) 尤度比の算出方法 

取引位置に関する分析では，取引の発生がPoisson分布

に従っている6)とし，価格水準に関する分析では，価格

水準の分布が正規分布に従っている7)として検定を行う．

ここでは，これら2つの分布を仮定した場合の，尤度比

の算出方法を説明する． 

a) Poisson分布を仮定した場合 

領域Zの尤度関数は， 

   exp ( ) ( ( ) ( ))
( , , )

!

G ZZ
n nn

G

p Z q G Z
L Z p q p q

n

     
  (3) 

となるので，領域Zの尤度比λ(Z)は， 

 
( )

( ) ( )
( ) ( ) ( )

( )

G ZZ

G

n nn

n

d Z d Z
Z I d Z d Z

d G




    (4) 

と求まる．ただし，G：対象とする全ての領域，p：領

域Z内における事象の発生確率，q：領域Z外における事

象の発生確率，μ(A)：領域Aの大きさ(面積×時間)，nA：

領域A内の事象数，d(A)：領域Aの事象発生密度

（nA/μ(A)），(・)：指示関数とする． 

b) 正規分布を仮定した場合 

事象の属性値が正規分布していると仮定した場合，帰

無仮説：「領域Zの内外で事象の属性値の平均は同一で

ある」，対立仮説：「領域Zの内外で事象の属性値の平

均は異なる」の下で，尤度比検定を行うことになる． 

それぞれの取引データ(総数：N)は，事象の属性値xi を

持つ．全てのデータについての属性値の合計X，平均µ，

分散 2 をそれぞれ， 

ii
X x  (5) 

X N   (6) 

 
22

ii
x N    (7) 

とし，領域内を走査する円柱Zの内部の点の属性値xiに

ついて， 

2( , )i Zx N    (8) 

とし，外部の点の属性値xiについて， 

2( , )i Z
x N    (9) 

とする．このとき帰無仮説(
Z Z

  )の下での尤度関

数L0は， 
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と表せて，対立仮説(
Z Z

  )の下での尤度関数L1は， 
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と表せるので，これらの商をとることで，尤度比を算出

することが出来る． 

 

(3) 円柱領域の作成 

本来，検査領域である円柱領域は，対象領域中のあら

ゆる位置にあらゆる大きさをもつ領域を考えなくてはな

らないが，莫大な計算時間や必要なメモリを考えると，

現実的ではない．そのため本研究では出力結果に影響を

及ぼさない範囲で計算のアルゴリズムを簡略化した． 

円柱領域を作成する際には，地理的座標が(xi  ,yi )である
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点i(i=1,…,N)を円柱の中心軸として，半径（空間的広が

り）と高さ（時間的広がり）を広げていく．円柱の広げ

方は，あらかじめ設定する「時間刻み」と「空間刻み」

に依る．「時間刻み」に従って開始・終了時期を指定し，

事前に設定した「空間刻み」だけ点が増えるように空間

の大きさを決めていき，尤度比を計算する．これを全て

のiを中心軸とした場合で行い，円柱領域の作成および

尤度比の算出を行う． 

 

 

 4. 不動産取引事例情報への適用 

 

本章では，2.で示した不動産取引事例から作成した価

格水準情報に対して，3.で示した時空間スキャン統計を

適用し，不動産市場の動向について考察する．  

なお，1999年1月から2009年11月に東京23区内で行わ

れた土地取引のうち，更地で，用途地域が住居系用途地

域・準工業・近隣商業地域である21,746件を対象とした． 

 

(1) 取引の位置に関する分析 

本節では，Poisson分布を仮定した尤度比検定による時

空間スキャン統計を不動産取引事例情報に適用し，取引

が集積している地域・時期を明らかにする． 

a) 全取引を対象とした分析 

まず，全取引を対象に，時間刻み1ヶ月，空間刻み10

点有意水準5%の設定で分析を行い，結果を図-2に示す． 

濃さは尤度比の大小を表す．対象期間中の結果のうち，

図中の円領域は，ある期間に出現した集積を示し，色の

特徴的な集積地域・時期を示す6期間について示す． 

不動産取引集積地域の変遷について図-2の分析結果を

記す．1999年から2001年頃までは，西部を中心に取引が

集積している(図-2(a)(b))が，2003年頃になると取引の集

積は見られない(図-2(c))．しかし，2005年後半から，取

引の集積が今度はほぼ全域で見られ (図-2(d))，2008年中

旬まで続く(図-2(e))が，2009年では再び取引の集積は見

られなくなる(図-2(f))． 

以上から，東京23区における1999年から2009年までの

土地取引について，取引が活発な時期が1999年1月から

2002年7月，2005年7月から2009年3月の二度存在しており，

両者の取引集積範囲が異なっていることが分かる． 

b) 2005年以降の取引を対象とした分析 

前項の全取引を対象とした分析では，2005年以降の取

引が活発な時期については，全域で他の時期よりも取引

が活発であったため，ほとんど全域が一つの集積地域と

して抽出された．2005年以降の取引情報から地域的な違

いを分析するためには，期間を区切った分析が不可欠で

ある． 

そこで次に，2005年以降に行われた12,127件の取引を 

 

 

 

 

図-2 「全ての取引」の位置の分析結果 

 

 

 

 

図-3「2005年以降の取引」の位置の分析結果 



 

 5 

対象として，時間刻み1ヶ月，空間刻み10点，有意水準

5%の設定で分析を行った．対象期間中の結果のうち，

特徴的な集積を示す4期間について図-3に示す．2005年7

月から2008年12月にかけて，山手線内全域から城西地区

を全て含むように中西部に大きな集積地域が出現したこ

とが分かる(図-3(d)(e))．この集積が本分析において最も

高い尤度比を記録した集積領域(MLC: Most Likely Cluster)

であった．特に2006年2月から2007年4月については，中

西部以外でも取引が活発になっており(図3-(e))，城東地

区や南部にも集積地域が出現した． 

このように，再び多くの領域で集積地域が出現したが，

足立区東部・荒川区・墨田区・江東区大田区南部（蒲田

周辺）などは集積が出現せず，これらの地域では取引が

活発に行われていなかったことが分かる． 

以上から，中西部について，より取引が活発な詳しい

地域・時期を知ることはできなかったが，城東地域では

より短い対象期間・狭い範囲において取引が活発な時空

間的な位置が明らかになった．したがって，分析を繰り

返すことで取引が活発に行われている地域の詳細を明ら

かにできることが示唆された． 

c) b)の分析におけるMLCを対象とした分析 

前項までの分析では，依然として2005年以降中西部の

より取引が活発な地域を知ることが出来なかった．そこ

で，前項の分析においてMLCであった領域内に含まれ

る6,950件の取引を対象に，時間刻み1ヶ月，空間刻み10

点，有意水準5%の設定で分析を行った．分析の結果と

して，特徴的な変化を示した4つの期間についての図を 

示す(図-4)． 

前項までの分析では2005年7月から2008年12月の中西 

 

 

 

図-4 「中西部を覆う集積地域内の取引」の位置の分析結果 

部において，一貫して取引が活発であるように見える図

が結果として出力されていたが，本分析の結果から，中

西部の内部において取引が特に活発であったのは，山手

線内など前項における分析でMLCとなった領域の中心

部ではなく，練馬区・中野区・杉並区や目黒区といった

周縁部であった(図-4(b))． 

以上から，中西部における大きな集積地域の内部につ

いても，より短い期間・狭い範囲での取引が活発な地

域・時期が明らかになり，集積の中でも空間的・時間的

差異が存在することが明らかになった．これらの成果か

ら，取引が集積している土地に着目した分析を繰り返す

ことで，より取引が活発に行われている地域・時期の詳

細を明らかに出来ることが示唆された． 

 

(2) 取引の価格水準に関する分析 

本節では，正規分布を仮定した尤度比検定による時空

間スキャン統計に不動産取引事例情報を適用し，価格水

準に関して特定の性質を示す取引が集積している地域・

時期を明らかにする． 

 

 

      

図-5 「全ての取引」の価格水準の分析結果
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図-6 練馬区・千代田区・世田谷区における取引の価格水準傾向の変化 

 

a) 全取引を対象とした分析 

まず，全取引を対象に，時間刻み1ヶ月，空間刻み10

点，有意水準5%の設定で分析を行った．その結果を図-

5に示す．各図はある期間に出現する集積地域を示し，

赤が高価格水準取引の集積地域，青が低価格水準取引の

集積地域を示す．また，色の濃さは尤度比の大小を表す．

ここでは，特徴的な変化を示した6期間について示す． 

1999年から2002年までは，東京駅周辺など狭い限られ

た地域のみで高価格水準の取引が集積しており，周縁部

では全体的に低い価格水準の取引が集積していた(図-

5(a)(b))．しかし，江東区周辺および南西部の広範囲で見

られていた低価格水準取引の集積は，2003年後半には見

られなくなり(図-5(c))，2003年12月には千代田区・港区

に広範囲の高価格水準取引の集積が見られるようになる

(図-5(d))．その傾向は，2009年前半まで続く(図-5(e))が，

2009年5月以降，高価格水準取引の集積は見られない(図-

5(f))．以上から，時期により多少の変化はあるものの，

同じ地域が一貫して価格水準が高いあるいは低い地域と

して検出されており， 1999年から2009年の東京23区全体

を対象として見た場合，価格水準の高低は空間的に固定

されていると言える． 

b) 区ごとに発生した全ての取引を対象に分析 

全ての取引を対象とした分析では，高・低価格水準の

取引の集積地域が明らかになったが，特定地域の価格水

準の時間変化を明らかにすることは出来なかった．そこ

で，より細かい地域単位で分析することが求められるた

め，区それぞれを一単位として分析を行う．なお，設定

は時間刻み1ヶ月，空間刻み5点，有意水準5%とした． 

価格水準の変化には，区によって特徴的な違いが見られ

たが，多くの区で対象領域のほとんどを占める領域が集

積地域として検出された．そのため，集積が出現してい

た期間を，区全体の取引傾向として考えたい．違いが顕

著であった練馬区・千代田区・世田谷区の結果を図-6に

示す．この結果から，練馬区のように，高価格水準の集

積から低価格水準の集積に移り変わる区もあれば，千代

田区や世田谷区のように低価格水準の取引集積から高価

格水準の集積に移り変わる区もある．また，千代田区で

は低い取引の集積から高い取引の集積への変化が2005年

9月に急激に起こっているのに対し，世田谷区ではこの

変化が2003年12月から2004年6月にかけて緩やかに生じ

ていることがわかる．このように，区によって価格水準

の変化の傾向に違いがあることが明らかになった． 

さらに，変化の傾向を5分類し，区を色分けした地図

を示す(図-7)．価格水準の変動傾向は，地理的なまとま

りを持っていることがわかる． 

前述のように，多くの区で全域をほとんど占める領域

が集積地域として検出されたが，一部の区では集積の出

現に空間的変動が見られた．図-8は足立区の分析結果で
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ある．足立区では，2007年5月までは西部で価格水準の

高い取引の集積が見られるが，6月以降になると，区の

ほぼ全域で価格水準の低い取引の集積が見られるように

なる．図-7では23区北部の区は，主に高水準から低水準

に移り変わっており，足立区でも同様な変動の傾向を示

しているが，高水準な取引の集積が見られたのは，西部

だけであった．この変動の要因には，日暮里・舎人ライ

ナーの建設が考えられる．これは2008年3月に開業した

足立区の西部を縦に貫く鉄道路線である．この鉄道路線

の建設着工から完成見込みにより，土地の付加価値が

上がり，足立区の西側のみ価格水準が顕著であったとい

う解釈も可能である． 

 

(3) 取引の位置・価格水準に関する両分析からの考察 

取引位置に関する分析では，2003年から2004年にかけ

てほとんど集積地域が出現しない時期が存在する反面， 

2005年以降には，全域にほぼ同時期に集積地域が出現し

た．これらを踏まえると，東京23区における取引位置の

分布，あるいは，取引件数は，空間より景気変動など時

期の影響を受けやすいと思われる．  

一方，取引の価格水準に関する分析では，対象期間の

ほぼ全時期に出現する，期間の長い集積が多く存在して

いた．また，価格水準の高い取引の集積が見られる地域

は，都心部に限られている．これらを踏まえると，取引

の価格水準は，時間よりも空間の影響を受けやすいと思

われる．空間の影響としては，現在の土地利用やアクセ

シビリティ，地域イメージなど様々な要素が反映されて

いると考えられる．ただし，より狭域な分析である区ご

との分析においては，多くの区で範囲全てが集積地域に

なっていることからも，時間変動の影響を多く受けてお

り，広域で分析したものとは逆の傾向を示していること

が明らかになった． 

ここで，両分析の関連性に着目し考察を行う．位置

に関する分析において最も取引が活発とされていた練馬

区・杉並区付近について，価格水準に関する分析におけ

る結果を見てみると，低価格水準取引の集積がほぼ常に

出現している．一方，高価格水準取引の集積が出現して

いる皇居周辺を見ても，取引の集積がほとんどの時期で

出現している．また，取引の集積が出現しなかった2003

年から2004年の間も，価格水準に関する集積地域の出現

傾向の変化は見受けられないことから，本分析において，

取引の発生と価格水準の高低にはあまり関連性が見られ

なかった．ただ，より狭い範囲における分析を行うこと

で，何らかの関連性が見えてくる可能性もあり，取引の

発生と価格水準の高低との関連性に関しては，慎重な議

論が必要である． 

 

 

図-7 価格水準傾向の変化による分類 

 

      

図-8  日暮里・舎人ライナーと足立区の価格水準の変化 

 

 

5. おわりに 

 

本研究では，点パターン分析の手法である時空間スキ

ャン統計を不動産取引事例情報に適用し，取引が集積し

ている地域・時期を統計的に検証した． 

取引位置に関する分析では，一見しただけでは集積の
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有無を判断することが困難な地域・時期でも，統計的な

手法を施すことで，集積領域を明らかにするが出来た．

また，広範囲の集積が検出された場合，その集積領域を

対象に再度分析を行うことにより，より取引が集積して

いる地域・時期を検出できることが分かり，分析者の関

心の対象に合わせた分析が可能であることを確認できた．

取引の価格水準に関する分析でも同様に，価格水準の高

い，もしくは低い取引が集積している地域・時期を同定

することを可能にするとともに，集積の範囲を明らかに

した． 

また，取引の位置情報からでは判断することのできな

い取引の集積の空間的・時間的大きさの把握を可能にし

た．同様に，価格水準に関する分析についても，価格水

準の高い，もしくは低い取引の集積範囲を把握すること

が可能になり，集積の大きさに対応した情報提供範囲を

決定することが出来るようになる． 

しかし，より高度な不動産市場動向の把握および情報

提供をするためには，いくつかの課題も残しており，本

研究では議論し切れていない．最も大きな課題は，集積

検出方法の改善である．例えば，「全ての取引」の位置

の分析の結果（図-2）は「不動産取引の集積地域を知

る」という本研究の目的から考えると，少し大きな集積

範囲が検出されてしまっている．本研究では，集積領域

内を対象に絞って再分析を行うことで，より詳細に取引

の集積を明らかにしたが，本来は分析を繰り返すことな

く，一度目の分析からより狭い地域・時期を出力結果と

した集積領域が検出されることが望ましい．他の課題と

しては，取引の非集積地域の同定方法の考案という計算

手法の開発や，より正確に状況を反映した分析を行うた

めの取引発生密度の算出方法の改善などが挙げられる． 

本研究では，不動産取引の集積地域や時期，取引価格

水準の高騰・下落の発生地域や時期の把握を可能にした

ものの，現段階では，何が原因となってこのような変化

が起こったのかについては明らかになっていない．しか

し，日暮里・舎人ライナーと足立区西部の価格水準の高

い取引の集積に関係性が示唆されたように，今後さらに

広範囲・長期間の不動産取引に対する分析データを用い，

他の何らかの社会経済データと重ね合わせ，情報を蓄積

していくことにより，鉄道の建設や再開発事業の施行，

都市計画の設定などの事業が不動産取引に及ぼす影響の

有無や，影響がある場合には，影響の及ぶ地理的範囲や

期間などを明らかにすることが可能になると期待される． 
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